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公益通報者保護法の更なる改正と制度の充実を求める意見書案の提出につ

いて 
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公益通報者保護法の更なる改正と制度の充実を求める意見書 

 

 

 公益通報者保護法は令和２年６月、法の制定から１６年ぶりに公益通報者の保護を強化

するための改正が行われ、令和４年６月に施行されたが、同法の附則において、施行後３

年を目途として、改正後の同法の施行状況を勘案し、公益通報したことを理由とする公益

通報者に対する不利益取扱いの是正に関する措置や民事訴訟における立証責任の在り方等

について検討を加え、必要な措置を講じることとされている。 

 このような中、政府は改正法施行後一定期間が経過したことから、公益通報者保護制度

検討会において、近年の公益通報者保護制度をめぐる国内外の環境の変化や改正後の同法

の施行状況を踏まえた検討を進めている一方、同法が禁じる通報者の探索が疑われている

兵庫県の事案、民間においては、消費者庁が行政指導を行った株式会社ビッグモーターや

ダイハツ工業株式会社の事案など、同法の趣旨に沿った対応が取られない事案が相次いで

いる。 

 よって、国におかれては、同法を改正し、全ての勇気ある公益通報者の保護に関する制

度を充実させるため、次の事項について特段の措置を講ぜられるよう強く要望するもので

ある。 

 １ 公益通報者の探索を禁止する明文規定を設けるとともに、通報者を探索する行為そ

の他公益通報を理由とする不利益取扱いに対し、罰則を規定すること。 

 ２ 公益通報者が解雇などの不利益取扱いを受けた場合の立証責任を事業者に転換する

など通報者の立証責任を緩和すること。 

 ３ 内部公益通報について、安心して通報できない状況が生じやすいことから、外部の

公益通報受付窓口の設置を推奨すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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